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西ドイツ貸借対照表税法における
「基準性の原則」の意義
竿田嗣夫
はしがき
西ドイツの現代会計制度は， EC加盟の各国会社法の調和と接近を図るた
めに発布された「会社法に関する理事会指令」の第4号「一定の会社形態の
財務諸表」，第7号「連結財務諸表」および第8号「会計監査人の資格」を
国内法化する， 1985年12月19日付の，いわゆる「会計基準法」 (Bilanzricht-
(1) 
linien-Gesetz)の制定により，一応の制度的再編を終了した。すなわち，
(1) 正式には．「会社法の調整に関する EC理事会第4号，第7号および第8号指
令の施行に関する法律（財務諸表指令法）「（Gesetzzur Durchfiihrung der 
Vierten, Siebenten und Achten Richtlinie des Rates der Europiiischen 
Gemeinschaften zur Koordinierung des Gesellschaftsrechts (Bilanzricht-
linien-Gesetz-BiRiLiG) vom 19. Dezember 1985) と称し (Vgl., Herbert 
Biener, Wilhelm Berneke, Bilanzrichtlinien-Gesetz, iextausgabe des 
Bilanzrichtlinien-Gesetzes_ vom 19. 12. 1985 (Bundesgesetzbl. IS. 2355) 
Dusseldorf 1986, S. 35.），その略称 “Bilanzrichtlinien-Gesetz"の訳語につい
ては必ずしも統一されてはいない。たとえば字義通り，（1）「貸借対照表指令一法
律」や(2)「貸借対照表指令法」あるいは(3)「財務諸表指令法」に加えて，（4）「会
計法」や(5)「会計基準法」などの用語が用いられており，数量的には文字通り(2)
の用語が多いが，意味からすれば(3)の訳語の方がより望ましいと思われる。しか
し，ここでは更に同法の内容にまで立ち入り，同法が条文法 (Artikelrecht) と
して．「経済監査士法の変更」．「信用制度法の変更」「保険監督法の変更」等を含
む広義の会計法規であるところから，（5)「会計基準法」の訳語を用いることにし
た。なお，同訳語は，神戸大学，武田隆二教授の御教示によるものであることを
付記しておきたい。
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そこでは，商法典を中心として株式法・有限会社法・経理公開法 (Publizi-
tatsgesetz)・租税通則法 (Abgabenordnung)・所得税法その他の39編もの
法律が改正された。特に全面的に改訂された新商法会計制度は，すでに1987
年1月1日以降に開始の事業年度から適用されている。
ところで，西ドイツにおける1965年株式法以降の現代貸借対照表法
(Bilanzrecht)の形成過程は，いわゆる商事貸借対照表 (Handelsbilanz)
と税務貸借対照表 (Steuerbilanz)との法的関係を巡る論争が， その根底に
流れていたといえる。いわゆる「基準性の原則」 (MaJ3geblichkeitsgrund-
satz)に関する議論がこれである。
こうした基準性の原則に関する議論の出発点は， 1965年の株式法， 1969年
の所得税法第5条および第6条の改正， 1971年の税制改正提案 (Gutachten
der Steuerreformkommission)そして， 1974年の所得税法報告者草案
(Referentenentwurf eines Einkommensteuergesetzes)であるといわれ
(2) 
るが，この問題は，その後さらに1978年の前記 EC理事会第4号指令の発効
(3) 
によっても，改めて提起され，かつ肯定されたのである。けだし，基準性の
原則に関する議論は， 1974年の「租税大改革」に向けて1971年には同原則の
廃止が租税改革委員会（Steuerreformkommission)から勧告され，その後
も種々議論されたが，結局，法制上は変化なく，現行法においても同原則は
重要な課税所得計算原則として存在している。
しかし，基準性の原則の内容に関しては，その解釈において，税務貸借対
照表の基準が商事貸借対照表であるとする伝統的な解釈論に加えて，いわゆ
る「正規の簿記の諸原則」 (Grundsatzeordnungsm鵠igerBuchfiihrung) 
(2) Vgl., Wolfgang Freericks, Bilanzierungsfiihigkeit und Bilanzierungs-
pflicht in Handels-und Steuerbilanz, Koln, Berlin, Bonn, Miinchen 1976, 
s. 280-281. w.フレーリックス著，大阪産業大学会計研究室訳「硯代の会計制
度ーー第2巻，税法編ー 一」（森山書店， 1987年） 373ペー ジ参照。
(3.) V gl., Dieter Schneider, MaBgeblichkeit der Handelsbilanz fir die 
Steuerbilanz und Besteuerung nach der Leistungsfiihigkeit, Betriebs-
Berater, Heft 32, 20. November 1978, S.1577. 
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(4) 
の基準性を主張する解釈論もみられる。
以上のような西ドイツの貸借対照表税法における古くて新しい中心的課題
である「基準性の原則」について，その歴史的展開を考察し，その内容に関
する議論を垣間見ることが本小論の目的である。
(5) 
「基準性の原則」の歴史的展開
西ドイツ租税法上にいう「基準性の原則」は，従来，正確には「税務貸借
対照表に対する商事貸借対照表の基準性の原則 (Grundsatzder MaB-
geblichkeit der Handelsbilanz fir die Steuerbilanz)」と称される原則で
あり，わが国の法人税法第74条の規定にいう「確定決算主義」の源流をなす
思考である。
ところで，商人の商法上の記帳の結果が税法上の利益決定 (Gewinn-
ermittelung)の基準となる旨の条文化は，ブレーメンの 1874年12月17日付
(6) 
の取得税法およびザクセン王国の1874年12月22日付の所得税法に始まる。す
なわち，ここにドイツ租税制度における「基準性の原則」の原型をみるので
ある。
たとえば，ブレーメンの1874年所得税法の第5条の規定 (§5,Anlage B, 
Ziff. 7)には，次のような文言がみられる。
「純所得には，（以下のものが）算入されるべきである。 ：……（中略）……
(4) こうした解釈論については，近年とみに声高に主張されるところであり，特に
次の文献において論理的に説明されている。 W.Freericks, a, a. 0., W.フレー
リックス著，前掲訳書。木下勝一稿「西ドイツ商法会計基準法と「商法上の正規
の簿記の諸原則の基準性」の論理」（「新潟大学経済学年報」第12号， 67~88ペー
ジ及び「新潟大学経済論集」第43号， 91~114ペー ジ参照）。
(5) 「基準性の原則」の史的変遷に関しては，既に，アルスハイマー (H.Alshei-
mer)教授の論稿を手掛りにその概観を試みたことがあり，本節は同稿に準拠し
ている。拙稿「「税務貸借対照表に対する商事貸借対照表の基準性の原則」の史
的考察」（「企業会計」第29巻第5号， 130,-.,136ペー ジ参照）。
(6) Vgl, Herbert Alsheimer, Einhundert Jahre Prinzip der MaBgeblichkeit 
der Handelsbilanz fir die Steuerbilanz, Z/B, 4. Jg., 1町4,S.842. 
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7. 商法典の規定に従って作成された年度決算書から生ずるような商取．．．．． 
引 (Handelsgeschaft) からの利益。 そのさい，商人は彼自身および
彼の家族によって費消された貯蔵品・商品・現金の総額を課税所得の
(7) 
一部として計算しなければならない。」と。
また，前述のザクセンの1874年所得税法の第22条にも，次のような規定が
みられる。
「第18条のd項において言及された所得の種類の算定および評価につい
ては，特に以下の事柄が適用される。
1. 商工業の場合，財産目録およぴ貸借対照表について商法虞に嵐企.......................... 
されており，さらに正規の商人の慣習に適合しているような諸原則.................. 
に従って，純利益が算定されるべきである。特に，このことは，設
備資本 (Anlagekapital)の増加に，また他方においてはその減耗
に，そして債権や債務およぴその利子に適用される。その他の点で
は，第17条に規定された一般諸原則がここでも適用されるのを妨げ
(8) 
ない。」と。
しかし， こうした「基準性の原則」の租税法規への導入は， それが課税所
得計算に対して非常に重要な影響を及ぼす法律改正であるにも拘らず， 当時
は，前もって公然と要求されたり，論議されたりすることもなく，実施され
たのである。 それは， 当時としては，基準性の問題よりも， むしろ他の租税
（収益税ーErtragsteuer)の存在の問題や， とりわけザクセンの1874年所得
税法が採用した自主申告 (Selbstdeklaration)との関連における商人の公
示義務 (Offenbarungspflicht)の問題などが重要視されていたからである，
(9) 
といわれている。
いずれにせよ， こうしてプレーメンおよびザクセンの租税法に導入された
「基準性の原則」の原型は， その後次第にドイツ帝国における他の諸国の所
(7) Kuno Barth, Die Entwicklung des deutschen Bilanzrechts, 
Steuerrecht, Stuttgart 1955, Anhang S. 55-56.（傍点：筆者）。
(8) Derselbe, a. a. 0., Anhang S. 53.（傍点：筆者）。
(9) Vgl., Alsheimer, a. a. 0., S. 843. 
Bd. II. 
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得税法にも取り入れられるのである。
たとえば， 1881年のハンブルク所得税法は，上述のプレーメン規定を類推
解釈して，「基準性の原則」を採用した。その理由としては，所得申告のさい
に商事貸借対照表を基礎にするという実務が当時一般に定着していたという
環境のもとでは，「所得税に対しても，すぺての営業から生ずる利益が，秩
序正しく (ordnungsm狙ig)作成された貸借対照表に基づいて決定されるべ
きであるということが，法律上表明されることによって，その客観的な権利
(10) 
が誤解されることのない実務を法律上正当と腿めることが適当である」とす
(11) 
る1881年1月31日付の議会における政府の報告に明らかである。
また，当時のドイツ帝国における行政および経済政策上の優位性を有して
いたプロイセンも， 1891年の所得税法策14条第1項として「基準性の原則」
(12) 
を条文化するに至るのである。
そしてさらに， 1920年のいわゆる「エルツベルガー (Erzberger) の税制
大改革」では，地方税であった所得税・法人税・資本収益税等の直接税が国
(13) 
税に移譲されたが，そのさい制定された1920年3月29日付の所得税法によっ
て，「基準性の原則」は当時のドイツ帝国全域に適用されることになった。
すなわち，同法第33条第2項で，次のように商法上の年度決算書の成果が課
税の基礎になる旨を明記している。
「商法典の規定に従って商業帳薄を記帳する納税義務者の場合，事業利
益 (Geschaftsgewinn)は第15条の規定を考慮して，財産目録および貸借....................... 
対照表について商法典で規定されている諸原則に従って算定されるべきで
(14) 
ある。」と。
(10) Derselbe, a. a. 0., S. 844. 
(11) Vgl., Verhandlungen zwisch祁 Senat血 dB;;,rgerschaftim Jahre 1881, 
Hamburg 1882, Aktenstiick Nr. 6, S. 23. In: Alsheimer, a. a. 0., S. 844, 
Anm. (19). 
(12) Vgl., Alsheimer, a. a. 0., S. 844. 
(13) 野津高次郎著「独逸税制発達史」昭和23年，有芳社， 448ページ参照。
(14) Barth, a. a. 0., Anhang S. 69. （傍点：筆者）。なお，同条文にいう第15条は
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なお，そこにおける「基準性の原則」の国家的採用の論拠については，同
法の理由書にみられるように，事業所得に関する税額査定（Steuerveran-
lagung)にとって，正規の事業貸借対照表が相対的に最も確実な基礎とな
(15) 
っている点であろう。
しかし，こうした「基準性の原則」の準拠性も， 1925年所得税法の公布に
よって一つの転機を迎えることになる。それは，同法が原則的には「基準性
の原則」を固執しているにも拘らず，税法上の特別規定の「優位性 (Vor-
(16) 
rang)」を明文化したことに起因する。すなわち，ベッカー(EnnoBecker) 
(17) 
が「商業上の観念と税法上の要求との妥協」と称した同法第13条の次のよう
な文言に，その姿勢が具現化されている。
「商法典の規定に従って商業帳簿を記帳する義務のある納税義務者，ま
たはそれについての義務はないが実際上商法典の規定に従って商業帳簿を
記帳する納税義務者の場合，利益（第7条第2項第1号およぴ第12条）
は，納税期間の終りに正規の簿記の諸原則 (Grundsatzeordnungsm狙i-
ger Buchfiihrung)に従って算定された，前納税期間の終りに査定の基
礎にしている事業資産を超える事業資産の剰余分 (UberschuB)である。
利益を算定する場合，自家営業 (eigenerBetrieb)からの購入物（第12条
第2項），控除可能な支出（第15条～第18条）およぴ評価（第19条～第21
(18) 
条）に関する当該法規定が考慮されるべきである。」と。
上記規定の後段が，いわゆる特別規定の優位性を具体化しているところで
所得控除の制限規定であるが (Vgl., Derselbe, a. a. 0., Anhang S. 2.）， この
規定は，税法上の利益決定への商事貸借対照表の完全な適用をも拘束するもので
はない (Vgl., Alsheimer, a. a. 0., S. 844, Anm. (24).）。
(15) Vgl., Verhandlungen der verfassunggebenden _Deutschen National-
versammlung, Bd. 340, Berlin 1920, Aktenstiick Nr. 1624, S. 59. In : 
Alsheimer, a. a. 0., S. 845, Anm. (25). 
(16) Vgl., Alsheimer, a. a. 0., S. 845. 
(17) Vgl., Enno Becker, Das Einkommensteuergesetz, l. Tei!, Stuttgart 
1928, §13, Anm. (14). In: Alsheimer, a.a.O.,.S.846, Anm. (32). 
(18) Barth, a. a. 0., Anhang S. 70-71. 
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あるが，同規定の理由について，当時の政府は，税務貸借対照表は原則とし
て商事貸借対照表に従うべきであるが，商法上の幅広い判断の余地に加えて
(19) 
税法上の特別規定のため，完全な一致は存在しない点を強調したのである。
1925年以降の「基準性の原則」に関するいわば「転換期」は，特に税法に
及ぼす判決の強い影響によっても特徴づけられる。けだし，この時期には，
とりわけ「経済財 (Wirtschaftsgut)」に関する最高財政裁判所の判決によ
って「基準性の原則」の事実上の効力 (Geltung)が侵害され，この判決
に基づく資産計上義務の拡大が「基準性の原則」を空洞化したとまで言われ
(20) 
ている。たとえば， 1928年3月27日付のラィヒ財政裁判所 (RFH)の判決
は，「広範囲に及ぶ資産計上義務が，商法上よりも税法上存在する」ことを
指摘し，近年では， 1969年2月3日付の連邦財政裁判所 (BFH)の判決は，
「商法上の正規の簿記の諸原則を参照することから，おそらく商法上の資産
計上禁止および負債計上禁止への税法の拘束が派生する」旨を確圏のうえ，
商法上の貸借対照表作成に関する選択権を税法上承隠することを却下したの
(21) 
である。
ところで，「基準性の原則」に関する特に第二次世界大戦後の特徴は，租税
政策的措置の持つ経済指導的機能が顕著であったところにみられる。しか
も，そこでは，利益決定に関係する税法上の特典は，原則として，その処理
が商事貸借対照表においても実施されている場合にのみ，「基準性の原則」
(22) 
を引き合いに出して許容されているのである。
しかし，このように商法上の並行的実施を条件として税法上の特典を駆め
ることは，何ら「法律原則としての『基準性の原則』の転換」を意味するも
のではなかった点に注意しておく必要がある。すなわち， 1952年2月8日付
の連邦財政裁判所の「ラィヒ財政裁判所が判決を下したように，税務貸借対
(19) Vgl., Alsheimer, a. a. 0., S. 846. 
(20) V gl., derselbe, a. a. 0., S. 846. 
-(21) Vgl., derselbe, a. a. 0., S. 847. 
(22) Vgl., derselbe, a. a. 0., S. 848. 
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照表は誘導された貸借対照表である。それは，税法により規制された訂正
(bedingte Korrekturen)を伴う商事貸借対照表である」とする判決の精
(23) 
神は，そこにおいても生きており，財政当局もその旨主張していた。しか
し，また，税法上の特別規定が商法決算へ及ぽす実際上の影響が生じていた
ことも事実であった。このような状況のもとに， 1971年には租税改革委員会
（エベルハルト委員会）によって，「基準性の原則」の廃止と独立した税務
貸借対照表の作成に関する答申がなされたが， 1974年の所得税法改正にさい
しても同答申は受け入れられず，硯行法規においても「基準性の原則」は存
在しているのである。
以上，「基準性の原則」の租税法上の史的変遷を概観してきたが，次にそ
の内容についての吟味に焦点を当てることにする。
「基準性の原則」の内容に関する議論
1. 伝統的基準性原則論
「基準性の原則」に関しては，多くの論者によって，「税務貸借対照表と
商事貸借対照表との関係 (Verhaltnisvon Steuerbilanz und Handel~-
bilanz)」という観点から，しばしば西ドイツ租税法上議論されてきたとこ
ろである。
こうした両貸借対照表の関係については，その三つの蓋然性として次のよ
うな説明がみられる。すなわち，「第1には，商事貸借対照表がそのまま税
務貸借対照表として転用 (iibernehmen)されうる。その場合，税務貸借対
照表は商事貸借対照表と同ーである。第2には，税務貸借対照表が商事貸借
対照表とは無関係に作成されうる。第3には，商事貸借対照表が一定の税務
(24). 
上の諸原則に基づいて税務貸借対照表に変化させられうる。」と。
このような両者の関係に関する一般的な説明を， ティ・プケ(KlausTipke) 
(23) Vgl., Herbert Bronner, Die Bilanz四 chHandels-und Steuerrecht, 6. 
Aufl., Berlin 1960, S. 40. 
(24) Derselbe, a. a. 0., S. 39-40. 
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教授は独特のネーミングのもとに次のように表現している。
同教授は，上述の蓋然性の第1の内容に該当する原則を「商事貸借対照表
の完全基準性の原則 (Prinzipder totalen handelsbilanzma.Bigen MaB-
geblichkeit)」と称し，第2の内容の原則を「自主的税務貸借対照表作成の
原則 (Prinzipder autonomen steuerrechtlichen Bilanzierung)」，そし
て，第3の内容に関しては，「商事貸借対照表の原則的基準性 (prinzipielle
(25) 
MaBgeblichkeit der Handelsbilanz)」と称するのである。
このようにネーミングしたうえで，第1の原則は「租税上の給付能力
(Leistungsfahigkeit)に応じた利益を計算する必然性に適合しなくなる」
し，「商法が過小評価 (Unterbewertung)を認めている限りは，この方法
（第 1 の原則に基づく方法—筆者注）に基づく利益計算は相当の不平等性
(25) 
(erhebliche Ungleichm甜igkeit)へと導くことになる」と述べている。
すなわち，この場合には，「商法と租税法の間の乖離を極小化することとな
り，制度の簡素化に役立つが，納税者の担税力に即した利益計算に適合しな
(26) 
いという欠点がある」のである。
次に，第2の，商法から完全に独立して税務貸借対照表を作成する立場
は，課税目的の給付能力原則には最も適する。しかし，この方法は「それ自
体としては理想的であるが，非実践的であり，それゆえ，法律の遂行には不
適当な規制 (einean sich ideale, aber unpraktikable und daher fur 
den Gesetzesvollzug ungeeignete Regelung)」であり，これによっても課
(27) 
税の平等性は損われうる。
以上のような論法によって，ティプケ教授によれば，結局は第3の「原則
的基準性」に基づく税務貸借対照表の作成をとらざるを得なくなるというの
である。
(25) Vgl., Klaus Tipke, Steuerrecht, Ein Systematischer GrundriB, 2. iber-
arbeitete Aufl., Ki:iln 1974, S.186. 
(26) 村井正著「租税法—理論と政策ー一」（青林書院， 1987年） 115ページ。
(27) V gl., Tipke, a. a. 0., S.187. 
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したがって，そこには，「固有の税務薄記に由来する税務貸借対照表が何
ら存在するわけではなく，むしろ，商法に基づく貸借対照表が，租税上の目
(28) 
的のために税法の特殊な目的に適合させられる」ことになる。
これが，伝統的基準性原則論とでも言うべき「基準性の原則」の内容であ
り，それは，従前より主張されてきた「税務貸借対照表に対する商事貸借対
照表の基準性の原則」の文言に集約されているといえよう。けだし，法理論
的にみた場合，西ドイツの貸借対照表税法は「固有の税務貸借対照表を識別
(29) 
している訳ではない」のであり，「商事貸借対照表による税務貸借対照表の
(30) 
誘導」という表硯にもその意義が端的に示されているといえる。
2. GoB基準性原則論
ところで，こうした「基準性の原則」の法的根拠は那辺に求められるの
か。この点については， フェク・ーマン (Rudolf Federmann) 教授が次の
ように答えている。
すなわち，「基準性の原則は，その目下の『法律上の根拠 (rechtliche
Verankerung)』を形式的には所得税法施行令第60条第2項およぴ第3項
(§60 Abs. 2 und 3 EStDV)に，そして，実質的には所得税法第5条第1項
. (31) 
(§5 Abs.1 EStG)に見い出している」と。
そこで，実質的な法的根拠としての所得税法第5条第1項の文言をみてみ
ると，次のようである。
(28) Ottmar Buhler, Peter Scherpf, Bilanz und Steuer, 7. Aufl., Miinchen 
1切1,S.143. 
(29) Rudolf Thiel, "Die aktienrechtliche Bilanz als Grundlage der Steuer-
bilanz, " Schmal暉 backsZeitschrift fur betriebswirtschaftliche Forschung, 
18. Jg., Heft 8/9, S. 544. 
(30) Brcinner, a. a. 0., S. 57, ; Gerd Rose, Betrieb und Steuer, Erstes B叫：
Die Ertragsteuern, Wiesbaden 1969, S.129. ; Ewald Aufermann, "Auto-
nome Kcirperschaftsteuer Bilanzen," ZfB, 20. Jg., Nr. 6., S. 339. 
(31) Rudolf Federmann, Bilanが”“ngnach Handelsrecht und Steuerrecht, 
6. vcilig neubearbeitete und wesentlich erweiterte Aufl., Berlin 19訊 s.
144. 
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「法律上の規定に基づいて記帳を行い，かつ定期的に決算を行う義務の
ある営業者，あるいは，そのような義務はないが，記帳を行い，定期的に
決算を行う営業者においては，事業年度末において，事業財産(Betriebs-
vermogen)を表示しなければならない（第4条第1項第1段）が， それ............. 
は商法上の正規の簿記の諸原則 (handelsrechtliche Grundsatze ord-.. 
nungsm紐igerBuchfiihrung)に従って明示されなければならない」と。
そして，関連条文としての第4条第1項第1段の規定にいわく，「利益と
は，当該事業年度末における事業財産と前事業年度末における事業財産との
差額 (Unterschiedsbetrag)に払出価格 (Wertder Entnahmen)を加算
し，払込価格 (Wertder Einlagen)を減算する」と。
これを要するに，いわゆる事業財産比較方式には第4条第1項第1段にい
う方式と第5条第1項にいう方式があり，いずれも期首と期末の事業財産の
比較であるが，その差異は後者がいわゆる「正規の簿記の諸原則」に従った
計算である点であり，資本会社はこの後者による課税所得計算を行うのであ
る。しかし，そこにおける所得税法の規定は自己完結的ではなく，したがっ
(32) 
て，その余地は，商法上の「正規の簿記の諸原則」に委ねることになる。そ
れゆえ，「商法上の正規の簿記の諸原則が利益算定の基本であり， 所得税法
(33) 
はその補充である」と解されることになる。
けだし，「基準性の原則」の根拠条項としての所得税法第5条第1項の意
味するところは，「強制的な税法上の規定が逸脱 (Abweichen) を要求して
いない限りは，税法に基づく年度決算書もまた原則的には，商法上の年度決
(34) 
算書におけると同様に処理されるべきである」ということであろうし，同条
項の文言に従って厳密に言えば，税務貸借対照表は商事貸借対照表からの誘
(32) 拙稿「税務会計上の課税所得計算構造に関する一考察」 （「京都文化短期大学
紀要」第9号， 25ペー ジ参照）。
(33) 村井正著，前掲書， 329ペー ジ。
(34) Adolf Gerhard Coenenberg, Jahresabschlu.P und Jahresabschlu.Panalyse: 
Betriebs成rtschaftliche,handels-und steuerrechtliche Gr叩 dlag暉， 9.
iiberarbeitete und erweiterte Auflage, Landsberg am Lech 19町． S.832.
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導ではなく， それは「商法上の正規の簿記の諸原則 (GoB)」に従って作成
されることになっている。本節見出しにいう「GoB基準性原則論」がこれ
である。
こうした「GoB基準性原則論」は，既述の1985年「会計基準法 (BiRi-
LiG)」でも，「商法上の正規の簿記の諸原則の基準性」の論理として提示さ
(35) 
れている。しかし，ここにいう「正規の薄記の諸原則」は「法典化にもかか
わらず各々の諸原則それ自体が不確定法概念であるために，解釈によって具
(36) 
体化されねばならない性質の商法概念」であり，したがって，これらの不確
定法概念をその内容とする「GoB基準性原則論」の内容は，「正規の簿記の
諸原則」論争の進展により，具体化していくものといえよう。
あとがき
以上，西ドイツ貸借対照表税法における中心的課題の一つとされる「基準
性の原則」の意義を見い出すべく，その歴史的発展過程およびその内容に関
する議論を概観してきた。
現行税法制度においても通用している同原則ではあるが，既述のように
1971年の税制改革委員会の答申では同原則の廃止が提案されるなど，内容的
には今後更に議論を要する問題であり，そうした同原則に対する反対論（た
とえば， D．シュナイダー教授の議論など）に関しても，他日を期して考察
してみたいと思っている。
(35) 木下勝一稿，前掲書， 71ペー ジ参照。なおー （注4)にて明示した木下教授の同
論稿では，このような論理について極めて詳細な分析がなされている。
(36) 木下勝一稿，同上書， 72ペー ジ。
